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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】少量の添加で非水性分散媒に対して優れた分散安定性を発揮できる非水性分散媒
用分散剤を提供する。
【解決手段】下記一般式（１）（式（１）中、Ｒ１は以下の基から選ばれ、Ｒ２はメチル
基、ｍ１は２～１６、ｍ２は０～４、ｍ３は１～２、Ｄは重合性の不飽和基を表し、Ａ１

は炭素数３～１８のアルキレン基、ｎ１は０より大きく１，０００以下で、Ａ２は炭素数
２～４のアルキル基、ｎ２は０より大きく１，０００以下で、Ｘは少なくとも１の炭素原
子と、少なくとも１の水素原子及び／又は少なくとも１の酸素原子を有する連結基、ｐは
０又は１、Ｚは、カルボキシル基、スルホ基、硫酸エステル基、リン酸エステル基、又は
それらの塩を表す）で示される化合物からなる分散剤を用いる。Ｒ１－Ｏ－（Ａ１Ｏ）ｎ

１－（Ａ２Ｏ）ｎ２－（Ｘ）ｐ－Ｚ（１）、Ｒ１：ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）ｍ１－又は
（Ｒ２）ｍ２－Ｐｈ－（Ｄ）ｍ３

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で示される化合物からなる非水性分散媒用分散剤。
【化１】

　但し、一般式（１）中、Ｒ１は以下に示す基から選択された基を表し、これらの式中、
Ｒ２はメチル基を表し、ｍ１は２～１６の数を表し、ｍ２は０～４の数を表し、ｍ３は１
～２の数を表し、Ｄは下記化学式Ｄ－１、Ｄ－２及びＤ－３のうちのいずれかで表される
重合性の不飽和基を表し、これらの式中、Ｒ３は水素原子又はメチル基を表し、Ａ１は炭
素数３～１８のアルキレン基を表し、ｎ１はアルキレンオキシドの平均付加モル数を表し
、０より大きく１，０００以下の範囲にある数を表し、Ａ２は炭素数２～４のアルキル基
を表し、ｎ２はアルキレンオキシドの平均付加モル数を表し、０より大きく１，０００以
下の範囲にある数を表し、Ｘは少なくとも１個の炭素原子と、少なくとも１個の水素原子
及び／又は少なくとも１個の酸素原子とを有する連結基を表し、ｐは０又は１の数を表し
、Ｚは、カルボキシル基、スルホ基、硫酸エステル基、リン酸エステル基、又はそれらの
塩を表す。
【化２】

【化３】

【請求項２】
　前記一般式（１）中のＸが炭素数１～１５のアルキレン基であることを特徴とする、請
求項１に記載の非水性分散媒用分散剤。
【請求項３】
　前記一般式（１）中のＸが下記一般式（２）で表される基であることを特徴とする、請
求項１に記載の非水性分散媒用分散剤。

【化４】

　ただし、一般式（２）中のＹは、炭素数が１～１５のアルキレン基、ビニレン基、フェ
ニレン基及びカルボキシル基含有フェニレン基の中から選択されたいずれかの基を表す。
【請求項４】
　一般式（１）中のＺがカルボキシル基又はリン酸エステル基であることを特徴とする、
請求項１～３のいずれか１項に記載の非水性分散媒用分散剤。
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【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の非水性分散媒用分散剤により被覆及び／又は含浸
の処理がなされた固体粒子。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の非水性分散媒用分散剤を用いて有機物粒子及び／
又は無機物粒子を非水性分散媒中に分散してなる分散体組成物。
【請求項７】
　前記非水性分散媒が溶剤であることを特徴とする、請求項６に記載の分散体組成物。
【請求項８】
　前記非水性分散媒が重合性不飽和モノマー又はオリゴマーであることを特徴とする、請
求項６に記載の分散体組成物。
【請求項９】
　請求項７又は８に記載の分散体組成物を含有することを特徴とする、コーティング組成
物。
【請求項１０】
　請求項９に記載のコーティング組成物を硬化させてなる硬化物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合性の炭素－炭素二重結合を分子内に有する反応性分散剤及びその分散剤
を用いてなる分散体組成物及びその硬化物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無機又は有機材料からなる微細な固体粒子を、水性分散媒や非水性分散媒中に分散させ
た分散体が塗料その他の種々の用途で使用され、その分散性の向上のために種々の分散剤
が使用されている（特許文献１、２）。
【０００３】
　このような分散体は、分散質の素材変更や粒子サイズの微小化により分散安定性が低下
し、分散質が分散媒中で凝集し易くなり、分散質の凝集は分散体の製造において、生産性
低下、加工特性低下、ハンドリング性低下及び歩留低下を招くに留まらず、最終製品の製
品特性、素材物性及び品質の低下を引き起こすため、分散性のより一層の向上が望まれて
いる。
【０００４】
　また、ナノメーターサイズの微粒子（粒子径１～１００ｎｍ）は凝集しやすく、樹脂に
対する親和性が低いために樹脂中に均一に分散させるには、水性分散媒では極めて困難で
あり、通常は非水性分散媒中に分散剤を用いてナノ粒子を均一に分散させた分散体を調製
し、この分散体に樹脂を溶解させて混合するか、又は樹脂を溶媒に溶解させた溶液状態の
ものと上記分散体とを混合し、溶解及び分散させる方法が用いられている。
【０００５】
　例えば、特許文献１にはカルボキシル基を有する無機粉末用分散剤が開示されている。
また、特許文献２では無機系ナノ粒子の表面変性を目的とするカルボキシル基を有する分
散剤が開示されている。しかし、これら従来の分散剤は、分散安定性が十分でないという
問題を有する。
【０００６】
　また、非水性媒体中に微粒子を分散させるには多量の分散剤が必要であり、そのように
多量の分散剤を使用して粒子を分散させた場合、それを硬化させて得られる樹脂は、分散
剤のブリードアウトを生じ易く、ブリードアウトはさらに、耐水性や硬度、耐擦傷性等の
樹脂物性の低下を引き起こす。
【０００７】
　これらの問題を解決するために、モノマーと共重合可能な炭素－炭素二重結合を分子内
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【０００８】
　例えば、特許文献３には、オキシアルキレン鎖の末端に（メタ）アクリル基を有するフ
ォトレジスト用反応性分散剤が開示されている。
【０００９】
　また、特許文献４には、エポキシ基を有するビニル化合物重合体にカルボキシル基含有
（メタ）アクリル化合物を付加反応させて得られる、金属酸化物微粒子用反応性分散剤が
開示されている。
【００１０】
　しかしながら、これら従来の反応性乳化剤は、分散媒又は分散質の種類によっては分散
性や分散安定性が低く、また樹脂物性の低下抑制効果もなお十分ではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２０００－２６２８８３号公報
【特許文献２】特表２００５－５１９１４３号公報
【特許文献３】特開２０１０－１３４０１４号公報
【特許文献４】特開２００７－２８９９４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は上記のような従来技術の問題に鑑みてなされたものであり、分散性や分散安定
性がより向上し、これを用いて得られる樹脂硬化物において、分散剤のブリードアウト等
による樹脂物性低下がさらに抑制される、非水性分散媒用の反応性分散剤を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明の非水性分散媒用分散剤は下記一般式（１）で示さ
れる化合物からなるものとする。
【化１】

【００１４】
　但し、Ｒ１は以下に示す基から選択された基を表し、これらの式中、Ｒ２はメチル基を
表し、ｍ１は２～１６の数を表し、ｍ２は０～４の数を表し、ｍ３は１～２の数を表し、
Ｄは下記化学式Ｄ－１、Ｄ－２及びＤ－３のうちのいずれかで表される重合性の不飽和基
を表し、これらの式中、Ｒ３は水素原子又はメチル基を表し、Ａ１は炭素数３～１８のア
ルキレン基を表し、ｎ１はアルキレンオキシドの平均付加モル数を表し、０より大きく１
，０００以下の範囲にある数を表し、Ａ２は炭素数２～４のアルキル基を表し、ｎ２はア
ルキレンオキシドの平均付加モル数を表し、０より大きく１，０００以下の範囲にある数
を表し、Ｘは少なくとも１個の炭素原子と、少なくとも１個の水素原子及び／又は少なく
とも１個の酸素原子とを有する連結基を表し、ｐは０又は１の数を表し、Ｚは、カルボキ
シル基、スルホ基、硫酸エステル基、リン酸エステル基、又はそれらの塩を表す。
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【化２】

【化３】

【００１５】
　一般式（１）中のＸは、炭素数１～１５のアルキレン基又は下記一般式（２）で表され
る基であることが好ましい。
【化４】

【００１６】
　ただし、一般式（２）中のＹは、炭素数が１～１５のアルキレン基、ビニレン基、フェ
ニレン基及びカルボキシル基含有フェニレン基の中から選択されるいずれかの基を表す。
【００１７】
　本発明の固体粒子は、上記本発明の分散剤による被覆及び／又は含浸の処理を行うこと
により得ることができる。
【００１８】
　本発明の分散体組成物は、上記本発明の分散剤を用いて、有機物粒子及び／又は無機物
粒子を非水性分散媒中に分散することにより得られる。
【００１９】
　上記分散体組成物において、非水性分散媒としては、溶剤、重合性不飽和モノマー又は
オリゴマーのいずれも使用可能である。
【００２０】
　本発明のコーティング組成物は、上記本発明の分散体組成物を含有するものとする。
【００２１】
　上記本発明のコーティング組成物を硬化させることにより本発明の硬化物が得られる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の分散剤は、一般式（１）で表される構造を有することにより、従来の分散剤よ
りも分散性及び分散安定性がより優れ、少量の添加で優れた分散安定性を発揮するものと
なる。また、この分散剤を用いてなる分散体組成物を硬化させる際に分散剤とモノマーを
共重合させた場合、得られるフィルムその他の樹脂硬化物において、分散剤のブリードア
ウト等による樹脂物性への悪影響を従来の反応性分散剤よりも大きく低減し、硬度、引っ
掻き強度、耐水性等がより向上した樹脂硬化物を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の好ましい実施形態について、詳細に説明する。
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　本発明の非水性分散媒用分散剤は一般式（１）で示された化合物からなり、本化合物は
重合性の炭素－炭素二重結合を有し、アルキレンオキシド鎖を含む分散媒親和性部位と、
Ｚで示される分散質親和性部位とを有し、これらの分散媒親和性部と分散質親和性部とが
連結基Ｘで連結された構造を有する。
【化５】

【００２５】
　一般式（１）中の疎水基Ｒ１は以下の式で表されるいずれかであり、これらの式中、Ｒ
２はメチル基を表し、ｍ１は２～１６の数を表し、ｍ２は０～４の数を表し、ｍ３は１～
２の数を表す。

【化６】

【００２６】
　本発明の分散剤に使用できる疎水基Ｒ１の具体例としては、３－ブテン－１－オール、
４－ペンテン－１－オール、５－ヘキセン－１－オール、６－ヘプテン－１－オール、７
－オクテン－１－オール、８－ノネン－１－オール、９－デセン－１－オール、１０－ウ
ンデセン－１－オール、１１－ドデセン－１－オール、１２－トリデセン－１－オール、
１３－テトラデセン－１－オール、１４－ペンタデセン－１－オール、１５－ヘキサデセ
ン－１－オール等のアルケニル基、アリルフェニル基、プロペニルフェニル基、アリルク
レジル基、プロペニルクレジル基等のアラルキル基が挙げられ、中でも５－ヘキセン－１
－オール、６－ヘプテン－１－オール、７－オクテン－１－オール、８－ノネン－１－オ
ール、９－デセン－１－オール、１０－ウンデセン－１－オール、１１－ドデセン－１－
オール、１２－トリデセン－１－オール、１３－テトラデセン－１－オール、１４－ペン
タデセン－１－オールであることが好ましい。疎水基Ｒ１は１種のみでも２種以上が含ま
れていてもよい。
【００２７】
　次に重合性の不飽和基Ｄは、下記化学式Ｄ－１、Ｄ－２及びＤ－３のいずれかで表され
、式中のＲ３は水素原子又はメチル基を表すので、Ｄは具体的には、１－プロペニル基、
２－メチル－１－プロペニル基、（メタ）アリル基、又はビニル基を表し、１－プロペニ
ル基であることが好ましい。Ｄとしては、これら１－プロペニル基、２－メチル－１－プ
ロペニル基、（メタ）アリル基、又はビニル基のいずれか１種が単独で存在していてもよ
く、混合物として存在していてもよい。また、上記Ｄの置換基数を表すｍ３は１以上の数
であり、好ましくは１～２の数であり、Ｄの置換位置はオルト位（２位又は６位）である
ことが好ましい。
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【化７】

【００２８】
　次にオキシアルキレン基（Ａ１Ｏ）n１及び（Ａ２Ｏ）n２について、Ａ１は炭素数３～
１８のアルキレン基であり、Ａ２は炭素数２～４のアルキレン基である。これらのアルキ
レン基は、直鎖アルキレン基であっても分岐アルキレン基であってもよいが、好ましくは
エチレンオキシドである。
【００２９】
　炭素数３の場合、Ａ１Ｏはプロピレンオキシドを表し、炭素数４の場合、Ａ１Ｏはテト
ラヒドロフラン又はブチレンオキシドであるが、好ましくは、１，２－ブチレンオキシド
又は２，３－ブチレンオキシドである。
【００３０】
　本発明の分散剤においてオキシアルキレン鎖（－（Ａ１Ｏ）n１－及び－（Ａ２Ｏ）ｎ

２－）は分散剤の分散媒親和性を調整する働きをし、１種のアルキレンオキサイドからな
る単独重合鎖であってもよく、２種以上のアルキレンオキサイドのランダム重合鎖でもブ
ロック重合鎖でも、又はそれらの組み合わせであってもよい。
【００３１】
　オキシアルキレン基（Ａ１Ｏ）の平均付加モル数を示すｎ１は、０より大きく１，００
０以下である。ｎ１は、１以上であることが好ましく、２以上であることがより好ましく
、３以上であることがさらに好ましい。また、１００以下であることが好ましく、５０以
下であることがより好ましく、３０以下であることがさらに好ましい。
【００３２】
　オキシアルキレン基（Ａ２Ｏ）の平均付加モル数を示すｎ２は、０より大きく１，００
０以下である。ｎ２は、１以上であることが好ましく、２以上であることがより好ましく
、３以上であることがさらに好ましい。また、１００以下であることが好ましく、５０以
下であることがより好ましく、３０以下であることがさらに好ましい。
【００３３】
　次に、連結基Ｘは少なくとも１個の炭素原子を有し、さらに少なくとも１個の水素原子
及び／又は少なくとも１個の酸素原子とを有する公知の構造から選択可能であるが、好ま
しくは飽和炭化水素基、不飽和炭化水素基、エーテル基、カルボニル基、エステル基から
選ばれるいずれかひとつの基又はこれらの２つ以上の組み合わせから形成される基であり
、脂環構造、芳香環構造を有していてもよく、また、繰り返し単位を有していてもよい。
２種以上の基の組み合わせの例としては、２個の飽和又は不飽和炭化水素基が、エーテル
基、カルボニル基又はエステル基を介して連結された基が上げられる。
【００３４】
　また、Ｘは炭素数が１～１５のアルキレン基であることが好ましく、炭素数が１～８の
アルキレン基であることがより好ましい。
【００３５】
　また、Ｘは下記一般式（２）で表される基であることが好ましい。
【化８】
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【００３６】
　ただし、一般式（２）中、Ｙは炭素数が１～１５のアルキレン基、ビニレン基、フェニ
レン基及びカルボキシル基含有フェニレン基の中から選択されるいずれかである
　次に分散質親和性部位Ｚは、カルボキシル基、スルホ基、硫酸エステル基、又はリン酸
エステル基の酸型でも塩を形成していても良い。形成する塩としては、アルカリ金属塩、
アルカリ土類金属塩、アンモニウム塩、アルカノールアミン塩が挙げられる。アルカリ金
属塩の例としては、ナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩等が挙げられる。アルカリ土
類金属塩の例としては、カルシウム塩及びマグネシウム塩等が挙げられる。アルカノール
アミン塩の例としては、モノエタノールアミン塩、ジエタノールアミン塩、トリエタノー
ルアミン塩、トリイソプロパノールアミン塩等が挙げられる。
【００３７】
　次に、本発明の分散剤の製造方法は特に限定されるものではなく、公知の方法を用いる
ことができるが、例としては以下の方法が挙げられる。
【００３８】
　まず、一般式（III）で示される化合物に、公知の方法で所定量のアルキレンオキシド
を付加した後、分散質親和性部位Ｚを導入する。
【化９】

【００３９】
　但し、一般式（III）中、Ｒ１は以下に示す基から選択された１種又は２種の基を表し
、これらの式中、Ｒ２は水素原子又はメチル基を表し、Ｄは下記化学式Ｄ－１又はＤ－２
又はＤ－３のいずれかで表される重合性の不飽和基を表し、これらの式中、Ｒ３は水素原
子又はメチル基を表し、ｍ１は２～１６の数を表し、ｍ２は０～４の数を表し、ｍ３は１
～２の数を表す。

【化１０】

【００４０】
【化１１】

【００４１】
　分散質親和性部位Ｚがカルボン酸である場合、モノハロゲン化低級カルボン酸又はその
塩を用い、塩基存在下でアルキレンオキシド末端の水酸基と反応させる方法、又は、酸無
水物を用いてアルキレンオキシド末端の水酸基との開環反応による方法により製造するこ
とができる。
【００４２】
　分散質親和性部位Ｚがリン酸エステルである場合、無水リン酸、オルトリン酸、ポリリ
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ン酸、オキシ塩化リン酸等のリン酸化剤をアルキレンオキシド末端の水酸基と反応させる
方法により製造することができる。製造方法によってはモノエステル型の化合物とジエス
テル型の化合物が混合体として得られるが、これらは分離してもよいし、そのまま混合物
として使用してもよい。また、水の存在下で反応させ、モノエステル化合物の含有割合を
高めて使用することもできる。
【００４３】
　本発明の非水性分散媒用分散剤は、本発明の効果を発現するために上記のように限定し
た範囲内で疎水基の種類、アルキレンオキシド種とその付加形態、付加モル量、連結基の
構造などを最適化することにより、公知の分散剤よりも、より広範な種類の分散質を分散
でき、より広範な種類の分散媒に分散質を分散安定化できる点で産業上の利用価値が大き
い。
【００４４】
　なお、本発明の分散剤は、含有するイオン量、特にアルカリ金属イオン、アルカリ土類
金属イオン、重金属イオン、ハロゲンイオンの各イオンの含有量を公知の精製法により低
減して用いることができる。分散剤中のイオンは、分散体の分散安定性、耐触性、耐酸化
性、分散塗膜の電気特性（導電特性、絶縁特性）、経時安定性、耐熱性、低湿性、耐候性
に大きく影響するため、上記イオンの含有量は適宜決定することができるが、好ましくは
分散剤中で５０ｐｐｍ未満であることが望ましい。
【００４５】
　次に、本発明で使用できる分散質である固体粒子について説明する。本発明の分散剤に
より分散される固体粒子は任意に選択される１種又は２種以上の混合物であり、無機物由
来粒子（無機物粒子）又は有機物由来粒子（有機物粒子）のいずれでもよい。
【００４６】
　無機物由来粒子の例としては、鉄、アルミニウム、クロム、ニッケル、コバルト、亜鉛
、タングステン、インジウム、スズ、パラジウム、ジルコニウム、チタン、銅、銀、金、
白金等の金属又はそれらの合金からなる金属粒子、又はそれらの混合物が挙げられる。こ
れらの金属粒子は、媒体中から安定に取り出す為に、アルカン酸類や脂肪酸類、ヒドロキ
シカルボン酸類、脂環族、芳香族カルボン酸類、アルケニルコハク酸無水物類、チオール
類、フェノール誘導体類、アミン類、両親媒性ポリマー、高分子界面活性剤、低分子界面
活性剤などの保護剤で被覆されていてもよい。その他の例としては、カオリン、クレー、
タルク、マイカ、ベントナイト、ドロマイト、ケイ酸カルシウム、ケイ酸マグネシウム、
アスベスト、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウム、硫酸カルシウム、硫酸
バリウム、硫酸アルミニウム、水酸化アルミニウム、水酸化鉄、ケイ酸アルミニウム、酸
化ジルコニウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム、酸化チタン、酸化鉄、酸化亜鉛
、三酸化アンチモン、酸化インジウム、酸化インジウムスズ、炭化ケイ素、窒化ケイ素、
窒化ホウ素、チタン酸バリウム、珪藻土、カーボンブラック、黒鉛、ロックウール、グラ
スウール、ガラス繊維、炭素繊維、カーボンナノファイバー、カーボンナノチューブ（シ
ングルウォールナノチューブ、ダブルウォールナノチューブ、マルチウォールナノチュー
ブ）等が挙げられる。
【００４７】
　有機物由来粒子の例としては、アゾ系、ジアゾ系、縮合アゾ系、チオインジゴ系、イン
ダンスロン系、キナクリドン系、アントラキノン系、ベンゾイミダゾロン系、ペリレン系
、フタロシアニン系、アントラピリジン系、ジオキサジン系等の有機顔料、ポリエチレン
樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエステル樹脂、ナイロン樹脂、ポリアミド樹脂、アラミ
ド樹脂、アクリル樹脂、ビニロン樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、ポリスチレン樹脂
、ポリ乳酸、アセテート繊維、セルロース、ヘミセルロース、リグニン、キチン、キトサ
ン、澱粉、ポリアセタール、アラミド樹脂、ポリカーボネート、ポリフェニレンエーテル
、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルケトンポリブチレンテレフタレート、ポリ
エチレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリスルホン、ポリフェニレンスル
ファイド、ポリイミド等が挙げられる。
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【００４８】
　本発明で分散質となる上記固体粒子は、結晶状であってもアモルファス状であってもよ
い。また、分散質となる固体粒子は等方性粒子であっても異方性粒子であってもよく、繊
維状であってもよい。
【００４９】
　上記固体粒子の大きさは特に限定されないが、通常は粒子径（繊維状であれば長さ）１
～５００ｎｍ程度である。特に、凝集しやすく、従来は分散が困難であった粒子径１～１
００ｎｍ程度のナノメータサイズの粒子でも、本発明の分散剤によれば分散安定化が可能
となる。
【００５０】
　上記固体粒子としては、公知の方法で製造したものが使用できる。一般に微粒子の調製
方法としては、粗大粒子を機械的に解砕、微細化していくトップダウン方式と、いくつか
の単位粒子を生成させ、それが凝集したクラスター状態を経由して粒子を形成させるボト
ムアップ方式の２通りの方式があるが、いずれの方法で調製されたものも好適に使用でき
る。また、それらは湿式法、乾式法のいずれの方法によるものであってもよい。
【００５１】
　次に、本発明で使用できる非水性分散媒について説明する。
【００５２】
　本発明で使用できる非水性分散媒は特に限定されないが、例としては、メタノール、エ
タノール、ｎ－プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、
イソブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔ－ブチルアルコール、アミルアル
コール、シクロペンタノール、ヘキシルアルコール、シクロヘキサノール、ヘプチルアル
コール、ｎ－オクチルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、ノニルアルコール、
デシルアルコール、ウンデシルアルコール、ドデシルアルコール、ラウリルアルコール、
トリデシルアルコール、オクチルドデカノール、オレイルアルコール、フルフリルアルコ
ール、アリルアルコール、エチレンクロロヒドリン、ベンジルアルコール、α－テルピネ
オール、ターピネオール類、３－メトキシブタノール、ジアセトンアルコールなどのアル
コール系溶剤、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素系溶剤、ｎ－ヘキサン、シクロ
ヘキサン、ｎ－ヘプタンなどの炭化水素系溶剤、エチルエーテル、イソプロピルエーテル
、ジオキサン、テトラヒドロフラン、ジブチルエーテル、ブチルエチルエーテル、メチル
－ｔ－ブチルエーテル、ターピニルメチルエーテル、ジヒドロターピニルメチルエーテル
、ジグライムなどのエーテル系溶剤、アセトン、メチルエチルケトン、メチルプロピルケ
トン、ジエチルケトン、メチル－ｎ－ブチルケトン、メチルイソブチルケトン、ジプロピ
ルケトン、ジイソブチルケトン、アセトニルアセトン、イソホロン、シクロヘキサノン、
メチルシクロヘキサノンなどのケトン系溶剤、ギ酸エチル、ギ酸プロピル、ギ酸ブチル、
ギ酸イソブチル、ギ酸ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸－ｎ－プロピル、酢酸イ
ソプロピル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、酢酸アミル、酢酸シクロヘキシル、乳
酸エチル、酢酸－３－メトキシブチル、酢酸ヘキシル、酢酸－２－エチルヘキシル、酢酸
ベンジル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、プロピオン酸ブチル、プロピオン
酸イソアミル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、γ－ブチロラクトンなどのエステ
ル系溶剤、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノイソプロピ
ルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチル
エーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノ
メチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノ
－ｎ－プロピルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレ
ングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロ
ピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－ブチ
ルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノ
エチルエーテル、トリエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、トリエチレング
リコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリプロピレングリコールモノエチルエーテル、ト
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リプロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、トリプロピレングリコールモノ－
ｎ－ブチルエーテルなどのグリコールエーテル系溶剤、及び、それらモノエーテル類の酢
酸エステル系溶剤、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエ
チルエーテル、ジエチレングリコールメチルイソブチルエーテル、ジプロピレングリコー
ルジメチルエーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテルなどのジアルキルエーテ
ル系溶剤が挙げられる。エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリ
コール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，３－ブチレングリコール
、１，４－ブタンジオール、へキシレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコールなどのアルキレングリコール系溶剤が挙げられる。その他、ハロゲン化
炭化水素系溶剤、ジメチルアセトアミド等のアミド系溶剤などが挙げられる。なお、上記
例示した溶剤において、アルキル組成は直鎖構造であっても分岐構造であってもそれらの
混合物であってもよい。
【００５３】
　また、非水性分散媒としては、通常の塗料用や粘着用、接着用、成型用に利用されてい
る各種樹脂類も特に制限なく使用できる。具体的には、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂
、アルキド樹脂、ウレタン樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂、エポキシ樹脂、ポリ
カーボネート樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリビニルアルコールなどが挙げられる。
【００５４】
　次に、非水性分散媒としては、炭素－炭素二重結合を分子中に少なくとも１個有する重
合性不飽和モノマー及びオリゴマー類も使用できる。以下にその一例を示す。単官能（メ
タ）アクリレートとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート
、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（
メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ
）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェ
ノキシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシプロピル（メタ）アクリレート、ポリオ
キシエチレンフェニルエーテル（メタ）アクリレート、２－［２－（エトキシ）エトキシ
］エチル（メタ）アクリレート、ポリオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル（メ
タ）アクリレート、フェニルグリセリルエーテル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル
（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ
）アクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート、等が挙げられ
る。また、ヒドロキシル基を有する（メタ）アクリレートとしては、ヒドロキシメチル（
メタ）アクリレート、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メ
タ）アクリレート等が挙げられる。また、ビニルモノマーとしては、Ｎ－ビニルピロリド
ン、Ｎ－ビニルカプロラクトン、スチレン等が使用できる。その他、マレイン酸ジエチル
、フマル酸ジブチル等も使用できる。
【００５５】
　また、二官能（メタ）アクリレートとしては、エチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロ
ピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、１，３－ブチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオール
ジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、その他の
アルキレンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリ
レート、トリシクロデカンジメチロールジ（メタ）アクアリレート、ポリオキシアルキレ
ンビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００５６】
　また、三官能（メタ）アクリレートとしては、トリメチロールプロパントリ（メタ）ア
クリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパン
アルコキシレートトリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌ
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レートなどが挙げられる。その他、四官能以上のモノマーとしては、ペンタエリスリトー
ル（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールポリ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００５７】
　また、（メタ）アクリレート系オリゴマーとしては、分子内にウレタン構造を有するウ
レタン（メタ）アクリレート、エポキシ化合物と（メタ）アクリル酸との反応によってエ
ポキシ基が開環してできるエポキシ（メタ）アクリレート、分子内にポリエステル構造を
有するポリエステル（メタ）アクリレート、ポリブタジエン（メタ）アクリレート等が挙
げられる。
【００５８】
　以上例示した分散媒は本発明で使用できる分散媒の一例であり、分散媒はこれらに限定
されるものではない。なお、分散媒は１種単独で使用することも、２種以上を混合して使
用することもできる。また、本発明は非水性環境下で微粒子分散体が得られる分散剤を提
供することを目的としているが、上記分散媒に対して意図的か偶発的かを問わず、微粒子
分散体の製造工程中又は最終製品設計段階のいずれにおいても、水が混入又は混合した場
合を除外するものではない。
【００５９】
　本発明の分散剤は重合性の炭素－炭素二重結合を分子内に有することから、上記非水性
分散媒として重合性不飽和モノマー及びオリゴマー類を選択した場合には、ラジカル重合
触媒又はカチオン重合触媒の存在下で、紫外線や電子線等のエネルギー線、又は熱により
、本発明の分散剤を重合性不飽和モノマーと共重合させて樹脂成分として固定化すること
により、非反応性分散剤使用の際に問題となっていた分散剤のブリードアウトによる樹脂
物性への悪影響を低減できる。
【００６０】
　上記のようにエネルギー線照射や加熱により本発明の分散体組成物を硬化させるに際し
ては、重合開始剤を併用することが望ましい。この重合開始剤種としては、ラジカル重合
触媒、又はカチオン重合触媒があり、重合開始の手段によって光（エネルギー線）重合用
、又は熱重合用に区分することができる。本発明の分散剤は、そのいずれにも適用可能で
ある。
【００６１】
　重合開始剤としては、公知の重合開始剤を適宜選択して利用できる。例えば、ラジカル
光重合開始剤として、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、
１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、メチルフェニルグリオキシレート、アセ
トフェノン、ベンゾフェノン、２,２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２－
メチル［４－（メチルチオ）フェニル］モルフォリノ－１－プロパノン、ベンゾインメチ
ルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、２－クロロチオキサントン、イソプロピルチオ
キサントン、２,４,６－トリメチルベンゾイルジフェニル－フォスフィンオキサイド、ビ
ス－（２,６－ジメトキシベンゾイル）－２,４,４－トリメチルペンチル－フォスフィン
オキサイド等が挙げられる。また、ラジカル熱重合開始剤としては、過硫酸アンモニウム
、過酸化ベンゾイル、アゾビスイソブチロニトリル等が挙げられる。カチオン光重合開始
剤としては、トリフェニルスルホニウムヘキサクロロホスフェートのようなオニウム塩や
アリールジアゾニウム塩など、カチオン熱重合開始剤としては、三フッ化ホウ素エーテル
錯塩等のルイス酸等が挙げられる。これら重合開始剤は１種使用しても、２種以上を併用
してもよい。
【００６２】
　本発明で好適に採用される分散質粒子の分散媒中の含有量は、上記非水性分散媒中で均
一に分散することができれば特に限定されるものではなく、用途などによって異なるもの
であるが、０．５～７０質量％の範囲内であることが好ましい。また、本発明の分散剤の
好適な使用濃度は、分散質粒子に対して１～５,０００質量％の範囲内であり、１～１,０
００質量％の範囲がより好適である。
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【００６３】
　また、本発明の分散体組成物は、公知の撹拌手段、均一化手段、分散化手段を用いて調
製することができる。採用することができる分散機の一例としては、２本ロール、３本ロ
ールなどのロールミル、ボールミル、振動ボールミルなどのボールミル、ペイントシェー
カー、連続ディスク型ビーズミル、連続アニュラー型ビーズミルなどのビーズミル、サン
ドミル、ジェットミルなどが挙げられる。また、超音波発生浴中において分散処理を行う
ことも出来る。
【００６４】
　また、本発明の分散剤は、非水性分散媒中での分散質粒子の分散安定化に対して、公知
技術に比べて優れた分散安定化効果を発揮するのみならず、分散質粒子を媒体中から安定
に取り出すための保護剤として使用することができる。分散剤を固体粒子の保護剤として
使用するための具体的方法は特に限定されないが、例えば微粒子製造を分散剤の存在下で
行う方法が挙げられる。
【００６５】
　分散質粒子を媒体中から安定に取り出す際の保護剤の機能としては、生成粒子の凝集抑
制、容器壁面への吸着抑制及び汚染防止、易再分散性付与、金属粒子の酸化防止、粒子表
面の表面改質、機能性表面の劣化防止、溶媒の置換や極性変更時のショック緩和、粉末の
流動性改良、粉末の固化防止などが挙げられる。本発明の分散剤は従来の保護剤よりも上
記機能に優れ、疎水基の組成、アルキレンオキシドの付加形態とその付加モル量、疎水基
の種類や連結基などを最適選定することにより、公知の保護剤よりも一層広範な分散媒に
所望の分散質を分散安定化できるという利点を有する。
【００６６】
　非水性分散媒として樹脂を用いた本発明の分散体組成物を含有するコーティング組成物
又は非水性分散媒として溶剤を用いた本発明の分散体組成物と樹脂との混合物を含有する
コーティング組成物を塗布する基材としては、例えば、ガラス、樹脂フィルム、ガラスコ
ンポジット、セラミックス、金属・鋼板などを使用することができる。
【実施例】
【００６７】
　以下に本発明の実施例及び比較例について説明する。なお、以下において、配合量を示
す「部」は「質量部」を示し、「％」は「質量％」を示す。また、構造式中、ＥＯはオキ
シエチレン基を表し、ＰＯはオキシプロピレン基を表し、ＢＯはオキシブチレン基を表す
。但し、本発明は下記実施例に限定されるものではなく、本発明の技術的範囲を逸脱しな
い範囲において適宜変更や修正が可能である。
【００６８】
＜分散剤の合成＞
［製造例１（本発明品１）］
　３－ブテン－１－オール７２ｇ（１モル）をオートクレーブに入れ、水酸化カリウムを
触媒とし、圧力１．５ｋｇ／ｃｍ３、温度１３０℃の条件にて、ブチレンオキサイド５０
４ｇ（７モル）を付加させた後、エチレンオキサイド４４０ｇ（１０モル）を付加させ、
中間体Ａを得た。次に、この中間体Ａ１０１６ｇ（１モル）及びモノクロロ酢酸ナトリウ
ム１５１ｇ（１．３モル）を反応器にとり、トルエンを溶媒とし、均一になるよう撹拌し
た。その後、反応系の温度が６０℃の条件で、水酸化ナトリウム５２ｇ（１．３モル）を
添加した後、反応系の温度を８０℃に昇温させ、３時間反応させた。反応後、９８％硫酸
１２０ｇ（１．２モル）を滴下することにより、白色懸濁溶液を得た。次いで、この白色
懸濁溶液を蒸留水で洗浄し、溶媒を減圧留去することにより、次の一般式（１）で表され
る化合物本（発明品１）を得た。
【化１２】
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【００６９】
［製造例２（本発明品２）］
　３－ブテン－１－オール７２ｇ（１モル）の代わりに７－オクテン－１－オール１２８
ｇ（１モル）を用い、ブチレンオキサイドの量を５０４ｇ（７モル）から３６０ｇ（５モ
ル）に減らした他は、製造例１に準じて次の一般式（１）で表される化合物（本発明品２
）を得た。
【化１３】

【００７０】
［製造例３（本発明品３）］
　３－ブテン－１－オール７２ｇ（１モル）の代わりに１１－ドデセン－１－オール１８
４ｇ（１モル）を用い、ブチレンオキサイド５０４ｇ（７モル）の代わりにプロピレンオ
キサイド１７４ｇ（３モル）を用いた他は、製造例１に準じて次の一般式（１）で表され
る化合物（本発明品３）を得た。

【化１４】

【００７１】
［製造例４（本発明品４）］
　ブチレンオキサイドの量を５０４ｇ（７モル）から１４４ｇ（２モル）に減らした他は
、製造例１に準じて次の一般式（１）で表される化合物（本発明品４）を得た。

【化１５】

【００７２】
［製造例５（本発明品５）］
　プロピレンオキサイド１７４ｇ（３モル）の代わりにブチレンオキサイド５０４ｇ（７
モル）を用いた他は、製造例３に準じて次の一般式（１）で表される化合物（本発明品５
）を得た。
【化１６】

【００７３】
［製造例６（本発明品６）］
　ブチレンオキサイドを付加させなかった他は、製造例５に準じて次の一般式（１）で表
される化合物（本発明品６）を得た。
【化１７】

【００７４】
［製造例７（本発明品７）］
　７－オクテン－１－オール１２８ｇ（１モル）の代わりに２－プロペニルフェノール１
３４ｇ（１モル）を用いた他は、製造例２に準じて次の一般式（１）で表される化合物（
本発明品７）を得た。
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【００７５】
［製造例８（本発明品８）］
　２－プロペニルフェノール１３４ｇ（１モル）の代わりに２，６－ジプロペニルフェノ
ール１７４ｇ（１モル）を用いた他は、製造例２に準じて次の一般式（１）で表される化
合物（本発明品８）を得た。

【化１９】

【００７６】
［製造例９（本発明品９）］
　２－プロペニルフェノール１３４ｇ（１モル）の代わりに４－ビニルフェノール１２０
ｇ（１モル）を用いた他は、製造例２に準じて次の一般式（１）で表される化合物（本発
明品８）を得た。

【化２０】

【００７７】
［製造例１０（本発明品１０）］
　中間体Ａ１０１６ｇ（１モル）にコハク酸無水物１００ｇ（１モル）を１２０℃で２時
間反応させることで次の一般式（１）で表される化合物（本発明品１０）を得た。

【化２１】

【００７８】
［製造例１１（本発明品１１）］
　中間体Ａ１０１６ｇ（１モル）に無水マレイン酸１９８ｇ（１モル）を１２０℃で２時
間反応させることで次の一般式（１）で表される化合物（本発明品１１）を得た。

【化２２】

【００７９】
［製造例１２（本発明品１２）］
　中間体Ａ１０１６ｇ（１モル）に無水リン酸４７ｇ（０．３３モル）を８０℃で５時間
反応させることで次の一般式（１）で表される化合物（本発明品１２）を得た。本組成物
をＮＭＲにて確認したところ、モノエステル／ジエステルの比率は５６／４４であった。
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【化２３】

【００８０】
［製造例１３（本発明品１３）］
　中間体Ａ１０１６ｇ（１モル）にスルファミン酸９７ｇ（１モル）を１１０℃で２時間
反応させた後、精製して次の一般式（１）で表される化合物（本発明品１３）を得た。
【化２４】

【００８１】
　以下の比較例で用いた比較品は以下の通りである。
【００８２】
（比較品１）

【化２５】

【００８３】
（比較品２）
【化２６】

【００８４】
（比較品３）
【化２７】

【００８５】
（比較品４）ポリオキシエチレン（１０）イソデシルエーテル酢酸Ｎａ（２０％水溶液）
（比較品５）オクチルアミン
（比較品６）ブタン酸
（比較品７）２－エチルへキサン酸
（比較品８）デカン酸
（比較品９）安息香酸
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（比較品１１）ポリオキシエチレン（６）イソトリデシルエーテルリン酸エステル
（比較品１２）ドデシルベンゼンスルホン酸
（比較品１３）ドデシルベンゼンスルホン酸Ｃａ塩
（比較品１４）ポリビニルピロリドン（第一工業製薬(株)製、商品名ピッツコールＫ－３
０）
（比較品１５）ポリビニルアルコール部分けん化物（(株)クラレ製、商品名クラレポバー
ルＰＶＡ４０３）
（比較品１６）スチレンマレイン酸共重合体（ＡＴＯＦＩＮＡ社製、商品名ＳＭＡ１００
０）
（比較品１７）高分子系顔料分散剤（ＢＹＫＣｈｅｍｉｅ社製、商品名ＤＩＳＰＥＲＢＹ
Ｋ－１６３）
（比較品１８）高分子系顔料分散剤（ＢＹＫＣｈｅｍｉｅ社製、商品名ＤＩＳＰＥＲＢＹ
Ｋ－２００１）
（比較品１９）高分子系顔料分散剤（味の素ファインテクノ(株)製、商品名アジスパーＰ
Ｂ－８２２）
【００８６】
［分散試験１］
　以下の表１に示す本発明品の分散剤１．５部（固形分換算）及び比較例の分散剤１．５
部（固形分換算）を、分散媒として表１に示す溶剤６８．５部に溶解し、さらに、分散質
としての酸化マグネシウム（ＭｇＯ）３０部及び直径０．５ｍｍのジルコニアビーズ１０
０ｍｌを加えたものに、ペイントシェーカーで１２時間微細化処理を実施した。その結果
、得られた処理液を透明の容器に移して容器内の処理液の分散性について、その処理液を
目視にて観察することによって、以下の基準で評価した。その結果を表１に示す。  
　◎：すべての分散質が液中に分散し、容器の底部に沈降物は見られない
　○：ほとんどの分散質が液中に分散しているが、容器の底部にごくわずかの沈降物が見
られる
　×：ほとんどの分散質が底部に沈降している
【００８７】
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【表１】

【００８８】
　表１に示した結果から、本発明の分散剤を用いた分散体は比較例のものと比較して分散
性がより優れていることが分かる。
【００８９】
［分散試験２］
＜酸化ジルコニウムの溶剤分散体の作製及び評価＞
　以下の表２に示す本発明分散剤の所定量又は比較例の分散剤の所定量を、分散媒として
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部を加えたものに、ビーズミル（寿工業(株)製、商品名ウルトラアペックスミルＵＡＭ－
００５、直径５０μｍのジルコニアビーズ使用、周速１０ｍ／秒）で２時間微細化処理を
実施した。その結果、得られた処理液を透明の容器に移して、微細化処理直後の容器内の
処理液の分散性と、２４時間後の容器内の処理液（分散剤が０．２５部で分散質が５部の
処理液）の分散安定性とについて、処理液を目視にて観察することによって、同上基準で
評価した。また、一部の処理液（分散剤が０．２５部で分散質が５部の処理液）について
、粒度分布計（日機装株式会社製、マイクロトラックＵＰＡ ＭＯＤＥＬ ９２３０）を使
用し、微細化処理直後の酸化ジルコニウムの粒子径を測定した。なお、分散剤に対するメ
チルエチルケトンの配合量は、分散剤０．５部、０．２５部、０．１５部、０．０５部に
対して、それぞれメチルエチルケトン９４．５部、９４．７５部、９４．８５部、９４．
９５部である。また、表３における分散剤使用量（対酸化ジルコニウム）は、１０％が分
散剤０．５部、５％が分散剤０．２５部、３％が分散剤０．１５部、１％が分散剤０．０
５部にそれぞれ対応する。上記分散性と分散安定性の目視評価と酸化ジルコニウムの粒子
径測定結果を表２に示す。
【００９０】
＜酸化ジルコニウムの溶剤分散体アクリル樹脂混合液の作製及び評価＞
　以下の表２に示す組成を有する本発明の分散剤又は比較例の分散剤と、酸化ジルコニウ
ム、メチルエチルケトンからなる上記酸化ジルコニウム分散体（分散剤０．２５部、酸化
ジルコニウム５.００部、メチルエチルケトン９４．７５部）の７０部を、アクリル樹脂
（三菱レイヨン(株)製、商品名アクリペットＶＨ）２５部を溶解させたメチルエチルケト
ン溶液７０部に混合してなる分散液について、ビーズミル（寿工業(株)製、商品名ウルト
ラアペックスミルＵＡＭ－００５、直径５０μｍのジルコニアビーズ使用、周速１０ｍ／
秒）で２時間微細化処理を実施した。その結果、得られた処理液を透明の容器に移して容
器内の処理液の分散性について、処理液を目視にて観察することによって、同上基準で評
価した。
【００９１】
　また、上記分散液（２時間の微細化処理後のもの）を厚さ１０ｍｍの清浄なガラス板上
に塗布した後、１２０℃の乾燥機で１時間乾燥して塗膜を得た。次いで、上記ガラス板の
下に１２ポイントで印字したアルファベットを記した紙を置き、ガラス板上に得られた塗
膜の透明性について、その塗膜越しにアルファベットを判別できるかどうかの点から、以
下の基準で評価した。  
　◎：１２ポイントのアルファベット文字を鮮明に判別することができる
　○：塗膜にごく僅かの濁りを生じているが、１２ポイントのアルファベット文字を判別
することができる
　×：塗膜に濁りがあり、１２ポイントのアルファベット文字を判別することができない
【００９２】
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【表２】

【００９３】
　表２に示された結果から、本発明の分散剤を用いたものの分散性と分散安定性は優れて
いることが分かる。また、同表に示すように、本発明の分散剤を用いてなる分散体中の分
散質の粒径は比較例の分散体中の分散質の粒径に比べてはるかに小さく、これは本発明の
分散剤の効果は明らかである。さらに、同表に示すように、本発明の分散体からなる塗膜
の透明性は優れており、本発明の分散体の優れた分散性が実証されている。
【００９４】
［分散試験３］
＜酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の作製＞
　酸化ジルコニウム粉末（日本電工(株)製、商品名ＰＣＳ、一次粒子径３０ｎｍのもの）
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１００部とメチルエチルケトン４００部とを混合したものに、以下の表３に示す本発明の
分散剤又は比較例の分散剤１０部を添加したものに、ビーズミル（寿工業(株)製、商品名
ウルトラアペックスミルＵＡＭ－００５、直径５０μｍのジルコニアのビーズ使用、周速
１０ｍ／秒）で４時間微細化処理を実施して、酸化ジルコニウム分散体を作製した。得ら
れた酸化ジルコニウム分散体１００部に、フェノキシエチルアクリレート（第一工業製薬
(株)製、商品名ニューフロンティアＰＨＥ）１０部と、ペンタエリスリトールトリアクリ
レート（第一工業製薬(株)製、商品名ニューフロンティアＰＥＴ－３）１０部とを添加し
て混合した後、溶媒のメチルエチルケトンはロータリーエバポレーターを用いて減圧除去
し、酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体（１）を得た。得られた分散体につ
いて、外観の透明性、粘度、屈折率を評価した。評価結果を表３に示す。
【００９５】
＜分散体評価＞
ａ．外観の透明性　酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体を透明のガラス容器
に入れ、上記ガラス容器の下に１２ポイントで印字したアルファベットを記した紙を置き
、分散体の透明性について、その分散体越しにアルファベットを判別できるかどうかの点
から、以下の基準で評価した。  
　◎：分散体を５ｃｍ深さのガラス容器に入れたときに、１２ポイントのアルファベット
文字が見える（分散体が透明である）
　○：分散体を１ｃｍ深さのガラス容器に入れたときに、１２ポイントのアルファベット
文字がはっきり見える（分散体に僅かな濁りがある）
　×：分散体を１ｃｍ深さのガラス容器に入れたときに、１２ポイントのアルファベット
文字がはっきり見えない（分散体に濁りがある）
【００９６】
ｂ．粘度　酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の粘度を、Ｅ型粘度計（東機
産業(株)製、商品名ＲＥ－８０Ｒ）を用いて２５℃で測定した。
【００９７】
ｃ．屈折率　酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の屈折率を、アッベ屈折率
計（アタゴ(株)製、商品名ＮＡＲ－１Ｔ）を用いて２５℃で測定した。
【００９８】
＜酸化ジルコニウムの光重合硬化膜の作製＞
　上記酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体１００部に、光重合開始剤（ＢＡ
ＳＦ社製、商品名ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４）１部を添加して混合し、酸化ジルコニウムペ
ーストを得た。その酸化ジルコニウムペーストを、ポリエチレンテレフタレートフィルム
上にアプリケーター（小平製作所製　ＹＡ型）を用いて約５０μｍの膜厚で塗布した後、
高圧水銀灯を用いて８０Ｗ／ｃｍの強さで約２００ｍＪ／ｃｍ２のエネルギーの紫外線を
照射することにより、酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の光重合硬化膜を
得た。得られた分散体について、外観の透明性、屈折率、鉛筆硬度、耐水性を評価した。
評価結果を表３に示す。
【００９９】
＜光重合硬化後の塗膜評価＞
ａ．外観の透明性　上記ポリエチレンテレフタレートフィルムの下に１２ポイントで印字
したアルファベットを記した紙を置き、ポリエチレンテレフタレートフィルム上に得られ
た光重合硬化膜の透明性について、その硬化膜越しにアルファベットを判別できるかどう
かの点から、以下の基準で評価した。  
　◎：１２ポイントのアルファベット文字を鮮明に判別することができる
　○：硬化膜にごく僅かの濁りを生じているが、１２ポイントのアルファベット文字を判
別することができる
　×：硬化膜に濁りがあり、１２ポイントのアルファベット文字を判別することができな
い
【０１００】
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ｂ．屈折率　光重合硬化膜の屈折率を、プリズムカプラ（セキテクノトロン社製、ＭＯＤ
ＥＬ　２０１０／Ｍ）を用いて２５℃で測定した。
【０１０１】
ｃ．鉛筆硬度　光重合硬化膜の鉛筆硬度を、ＪＩＳ　Ｋ５４００に準拠して所定硬さの鉛
筆で引っ掻き試験により測定した。
【０１０２】
ｄ．耐水性　光重合硬化膜を６０℃の恒温水槽で３日間浸漬し、光重合硬化膜の透明性に
ついて、上記ａ．外観の透明性と同様の基準で評価した。
【０１０３】
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【表３】

【０１０４】
　表３に示すように、本発明の分散体は優れた分散性（外観の透明性）と高い屈折率を有
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し、本発明の分散体の光重合硬化膜は優れた透明性と高い屈折率と良好な鉛筆硬度と高い
耐水性を備えている。
【０１０５】
［分散試験４］
＜酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の作製＞
　市販の酸化ジルコニウム分散体（堺化学(株)製、商品名ＳＺＲ－Ｍ、一次粒子径３ｎｍ
、３０質量％のメタノールを含有する分散体）１００部に、以下の表４に示す本発明の分
散剤又は比較例の分散剤３部と、フェノキシエチルアクリレート（第一工業製薬(株)製、
商品名ニューフロンティアＰＨＥ）１５部と、ペンタエリスリトールトリアクリレート（
第一工業製薬(株)製、商品名ニューフロンティアＰＥＴ－３）１５部とを添加して混合し
た後、溶媒のメタノールをロータリーエバポレーターを用いて減圧除去し、酸化ジルコニ
ウムのアクリレートモノマー分散体（２）を得た。得られた分散体について、外観の透明
性、粘度、屈折率を評価した。評価方法は上記分散試験３と同様である。評価結果を表４
に示す。
【０１０６】
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【表４】

【０１０７】
　表４に示すように、本発明の分散体は優れた分散性（外観の透明性）と高い屈折率を有
し、本発明の分散体の光重合硬化膜は優れた透明性と高い屈折率と良好な鉛筆硬度と高い
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耐水性を備えている。
【０１０８】
［分散試験５］
＜酸化ジルコニウムのアクリレートモノマー分散体の作製＞
　市販の酸化ジルコニウム分散体（堺化学(株)製、商品名ＳＺＲ－Ｍ、一次粒子径３ｎｍ
、３０質量％のメタノールを含有する分散体）１００部に、以下の表５に示す本発明の分
散剤又は比較例の分散剤３部と、ｏ－フェニルフェノキシエチルアクリレート（第一工業
製薬(株)製、商品名ＫＡＹＡＲＡＤ　ＯＰＰ－１）２８．５部を添加して混合した後、溶
媒のメタノールはロータリーエバポレーターを用いて減圧除去し、酸化ジルコニウムのア
クリレートモノマー分散体（３）を得た。得られた分散体について、外観の透明性、粘度
、屈折率を評価した。得られた分散体について、外観の透明性、粘度、屈折率を評価した
。評価方法は上記分散試験３と同様である。評価結果を表５に示す。
【０１０９】



(27) JP 2015-397 A 2015.1.5

10

20

30

40

50

【表５】

【０１１０】
　表５に示すように、本発明の分散体は優れた分散性（外観の透明性）と高い屈折率を有
し、本発明の分散体の光重合硬化膜は優れた透明性と高い屈折率と良好な鉛筆硬度と高い
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耐水性を備えていることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０１１１】
　本発明の分散体組成物は、ハイブリッド材料、表面保護剤、導電性ペースト、導電性イ
ンク、センサー、精密分析素子、光メモリ、液晶表示素子、ナノ磁石、熱伝媒体、燃料電
池用高機能触媒、有機太陽電池、ナノガラスデバイス、研磨剤、ドラッグキャリヤー、環
境触媒、塗料、印刷インキ、インクジェット用インキ、カラーフィルター用レジスト、筆
記具用インキ、光学薄膜、粘着剤、反射防止膜、ハードコート膜等の分野で使用できる。
本発明の分散剤は上記用途製品及びその製造工程で主体成分となるナノサイズの無機物由
来又は有機物由来の等方性材料及び／又は異方性材料を非水性分散媒中で分散安定化させ
て、分散媒中における分散質の凝集を抑制し、長期間分散安定化を達成することで所望す
る製品特性、加工特性、品質安定化、生産性向上を得るために有効である。
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